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１ 西部福祉事務所の概要 

(１) 沿 革                                                                      

   ①入間福祉事務所、比企福祉事務所 

     昭和２６年１０月  社会福祉事業法（昭和２６年法律第４５号）及び埼玉県福祉

事務所設置条例（昭和２６年条例第６４号）に基づき、入間郡を

所管する福祉全般に関する事務所として入間福祉事務所、比企

郡を所管する福祉全般に関する事務所として比企福祉事務所が

設置される（県福祉事務所は、全体で８か所）。 

   平成 ５年 ４月  老人及び身体障害者福祉の分野での施設入所措置事務等が、 

            都道府県から町村へ移譲されるとともに、新たに市町村老人保 

            健福祉計画推進の支援、特別養護老人ホーム等の運営指導整備、 

            市町村事務指導監査、補助金事務、市町村への助言指導・連絡 

            調整等の機能が追加される。 

      ８年 ４月  老人保健施設、訪問看護ステーション、障害児（者）福祉施 

            設の整備、運営指導等の機能が加えられる。 

 

   ②入間東、入間西、比企福祉保健総合センター 

     平成 ９年 ４月  保健・医療・福祉政策の企画調整機能の強化を図るため、埼 

            玉県行政組織規則（昭和４２年規則第１号）に基づく衛生部の

地方機関として入間東、入間西、比企の各福祉保健総合センタ

ーが設置される（同センターは、県全体で１０か所）。 

       １０年 ４月  福祉部と衛生部が統合・再編された健康福祉部の出先機関と

なる。 

       １１年 ４月   埼玉県福祉保健総合センター設置条例（平成１０年条例第６

２号）の施行により、①福祉に関する事務②保健医療に関する

事務③福祉と保健医療に係る施策の総合調整に関する事務を行

う行政機関となる。同時に、埼玉県福祉事務所設置条例は廃止

され、センターが社会福祉事業法に規定する「福祉に関する事

務所」の機能を持つこととなる。 

         １７年 ４月  組織改正により、健康福祉部が保健医療部と福祉部に分割さ

れ保健医療部の地域機関となる。 

１８年 ４月  計画推進担当は､計画推進・指導監視担当と名称が変更される｡ 

１９年 ４月  計画推進・指導監視担当は､計画推進担当と名称が変更される｡ 

 

   ③西部福祉事務所 

平成２２年 ４月  入間東、入間西、比企の各福祉保健総合センターが廃止され

福祉部門を所管する機関として、福祉部に西部福祉事務所が設

置される。 

      ２３年 ４月  西部母子福祉センター（２６年１０月から西部母子・父子福

祉センター）が併設される。 
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(２)  管内の概況 

 ァ 面積、人口 

 西部福祉事務所の管内は、川越市、所沢市、飯能市、東松山市、狭山市、入間市、朝

霞市、志木市、和光市、新座市、富士見市、坂戸市、鶴ヶ島市、日高市、ふじみ野市、

三芳町、毛呂山町、越生町、滑川町、嵐山町、小川町、川島町、吉見町、鳩山町、とき

がわ町、東秩父村の１５市１０町１村である。 

   管内の面積は 1,143.80ｋ㎡、推計人口は 2,279,290 人（令和７年４月１日現在）で

あり、いずれも全県の約３割を占めている。 

      なお、５年前と比べると、推計人口は、市部で 5,714 人の減(△0.3%)であるが、郡部

では 10,022 人の減(△4.6%)となっている。また、世帯数は、市部で 42,792 世帯の増

(4.7%)、郡部で 1,601 世帯の増(1.8%)となっている。 

 ィ 歴史及び地勢 

   当地域は県の南西部に位置し、東京都心から２０～７０㎞の広範囲に及んでいる。

北東には低地、そして東から台地、丘陵へと続き、西の秩父山地に至る。 

古墳時代の群集墓である吉見の百穴(吉見町)などの史跡があり早くから人々が生活

していたことが分かる。また、奈良時代の初めには朝鮮半島からの渡来人によって、

高麗川流域が開発されたといわれ、日高市高麗本郷はこれにちなんだ地名である。 

 ゥ 交通及び産業 

   関越自動車道と首都圏中央連絡自動車道が、管内を貫く大動脈となっているほか、 

  国道１６号、２５４号、２９９号、４０７号、４６３号などが基幹的な交通網を形成 

  している。また、鉄道網は、東武東上線、西武池袋線、西武新宿線が都内と直結して 

  いるほか、ＪＲ川越線、八高線が県西部を通っている。都心への交通利便性が高く、 

  昭和５０年代にかけて急激に人口が増加した。 

   工業では、川越・狭山工業団地が造成されるなど、多様な産業の集積地となってい 

  る一方、伝統的な地場産業として小川和紙やときがわの建具などが盛んである。 

   商業では、川越や所沢などで駅周辺の商業集積が進んでいる。 

   農林業では、全国的に知名度の高い狭山茶をはじめ、川越イモや毛呂山町のユズ、 

  越生の梅などの特産品や飯能市の西川林業が有名である。 

 

◆市町村別人口・世帯数等◆               令和７年４月１日現在 

 人口 

（人） 

世帯数

（戸） 

面積 

(㎞２） 

 人口

（人） 

世帯数

（戸） 

 面積 

(㎞２） 

埼 玉 県 7,321,033 3,339,693 3,797.75 鶴ヶ島市 69,900 32,762 17.65 

管内総数 2,279,290 1,049,509 1,143.80 日 高 市 53,228 23,401 47.48 

川 越 市 354,241 161,947 109.13 ふじみ野市 113,593 51,938 14.64 

所 沢 市 340,466  160,481 72.11 三 芳 町 37,624 15,543 15.33 

飯 能 市 78,858 34,754 193.05 毛呂山町 34,037 16,224 34.07 

東松山市 92,589 42,606 65.35 越 生 町 10,315 4,678 40.39 

狭 山 市 146,506 66,932 48.99 滑 川 町 20,039 8,184 29.68 

入 間 市 141,264 63,357 44.69 嵐 山 町 17,446 7,773 29.92 

朝 霞 市 144,079 66,401 18.34 小 川 町 26,608 11,841 60.36 

志 木 市 75,132 34,267 9.05 川 島 町 18,254 7,496 41.63 

和 光 市 84,469 41,847 11.04 吉 見 町 17,024 7,017 38.64 

新 座 市 166,176 78,085 22.78 鳩 山 町 12,793 5,471 25.73 

富士見市 113,239  54,336 19.77 ときがわ町 9,798 4,218 55.90 

坂 戸 市 99,254 47,009 41.02 東秩父村 2,358 941 37.06 
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川越市、所沢市、飯能市、東松山市、 

狭山市、入間市、朝霞市、志木市、和光市、

新座市、富士見市、坂戸市、鶴ヶ島市、 

日高市、ふじみ野市、三芳町、毛呂山町、

越生町、滑川町、嵐山町、小川町、川島町、

吉見町、鳩山町、ときがわ町、東秩父村 

（市については一部業務のみ管轄） 

 

 

(３) 組 織 

   西部福祉事務所には、介護保険・施設整備担当、生活保護担当、地域福祉担当及び 

  総務担当（兼務）が置かれている。 

      職員数は７０名（含：会計年度任用職員１５名、兼務職員５名）である。 

    西部福祉事務所組織図（令和７年６月１日現在） 

            （介護保険・施設整備担当） 

             担当部長１   担当課長１  主任１・主事４・主任専門員１ 

       副所長１                            会計年度１ 

            （生活保護担当） 

  所長１        担当部長２    担当課長３  主任６・主事２４   会計年度２ 

                              

            （地域福祉担当） 

             担当部長１          主任２・主事２   会計年度１２ 

 

       （兼 務 総務担当） 

       副所長１  担当部長１             主事３ 

 

  現  員（令和７年６月１日現在） ※（）内は兼務で内数 

所長 副所長 
担当 

部長 

担当 

課長 

主任・ 

主事 

主任専門

員・専門員 

会計年度

任用職員 
合計 

１ 

 

２

（１） 

５ 

（１） 

４ 

 

４２ 

（３） 

１ 

 

１５ 

 

７０

（５） 

 

 

 (４) 業  務 

 ア 介護保険・施設整備担当 

    ○ 介護保険事業者の指定・更新及び指導に関すること 

   ○ 老人居宅生活支援事業に関すること 

    ○ 介護員の養成研修事業者の指定に関すること 

    ○ 社会福祉法人の定款変更認可等に関すること 

    ○ 老人福祉施設の整備・運営指導に関すること 

    ○ 介護老人保健施設の整備・運営指導に関すること 

西部福祉事務所の位置と所管区域 



- 4 - 

 

   ○ 高齢者支援計画の推進に関すること 

    ○ 障害者（児）施設の整備・運営指導に関すること 

    ○ 障害者総合支援法及び児童福祉法に規定する事業所の指定・変更等に伴う現地 

    確認に関すること 

    ○ 障害者支援計画の推進に関すること 

 

 イ 生活保護担当 

    ○ 生活保護法施行事務に関すること 

   ○ 生活困窮者自立支援事業に関すること 

 

 ウ 地域福祉担当    

   ○ 母子・父子・寡婦福祉資金の貸付、償還に関すること 

    ○ ひとり親家庭、寡婦福祉相談に関すること 

    ○ 婦人保護相談及びＤＶ被害者の保護等に係る相談に関すること 

    ○ 母子・父子福祉センターに関すること 

   ○ 児童福祉に関すること 

    ○ 特別障害者手当等の認定に関すること 

    ○ 障害児（者）福祉に係る補助金事務に関すること 

    ○ 障害児等療育支援事業に関すること 

    ○ 社会福祉に係るボランティア活動の普及啓発に関すること 

   ○ 日赤地区組織との連絡調整に関すること 

 

 エ 総務担当 

    ○ 服務、文書、福利厚生等に関すること 

    ○ 給与、収入、支出、旅費、予算、決算に関すること 

    ○ 財産、物品等の管理事務に関すること 



２　高齢施設の整備

（１）　高齢化の状況

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

2025年 2030年 2040年 2045年

高齢化率の推移
川越比企圏域

西部圏域

南西部圏域

埼玉県

全国

本県はこれまで人口増加が続いていたが、令和４年に総務省が公表した人口推計では初

めて人口が減少した。団塊の世代全てが後期高齢者となる令和７年（2025年）、団塊ジュ

ニア世代が６５歳以上の高齢者となる令和２２年（2040年）に向け、現役世代人口が減少

する一方で、介護ニーズの高い８５歳以上の高齢者人口が全国トップクラスのスピードで

増加することが見込まれている。

令和４年度末現在の要介護（要支援）認定者数は約３４万人で、介護保険制度創設時の

平成１２年４月と比較すると、約４倍に増加している。要介護（要支援）認定者のうち、

実際に介護サービスを利用している方は約８５％に達している。

本県では、こうした状況に的確に対応し、高齢者が住み慣れた家庭や地域で安心して暮

らすことのできる地域社会の実現のために、高齢者に関する総合計画である『埼玉県高齢

者支援計画』に基づき、介護老人福祉施設整備などの高齢社会対策関連事業の推進を図っ

ている。

国立社会保障・人口問題研究所が令和５年に推計した日本の地域別将来推計人口によ

ると、管内の令和７年推計高齢化率は、管内では、川越比企圏域と西部圏域で県平均を

上回っており、今後さらに急速に高齢化が進むことが見込まれている。

特に、西部圏域の令和３２年時点での高齢化率は、県平均を４．４ポイント上回る３

９．９％になるものと推定されている。

表１ 高齢化率の推定

２０２５年

（令和７年）

２０３０年

（令和１２年）

２０４０年

（令和２２年）

２０５０年

（令和３２年）

川越比企圏域 31.3% 32.4% 36.6% 38.6%

西部圏域 31.7% 33.2% 38.0% 39.9%

南西部圏域 24.0% 25.0% 29.6% 31.9%

埼玉県 27.8% 28.9% 33.3% 35.5%

全国 29.6% 30.8% 34.8% 37.1%

－5－



（２）特別養護老人ホーム・介護老人保健施設等の整備状況　（表2）

　 管内の市町村ごとの施設の整備状況は下記のとおりである。

－6－



イ　介護老人保健施設　（表4）

令和７年度の整備予定　(表3)

１年目 ０件（   ０床） ０件（   ０床） １件（１００床） １件（１００床）

２年目 ０件（   ０床） １件（１１２床） ０件（   ０床） １件（１１２床）

２件（   －床） １件（   －床） １件（   －床） ４件（   －床）

軽費老人ホーム ０件（   －床） １件（   －床） ０件（   －床） １件（   －床）

０件（   ０床） １件（１１２床） １件（１００床） ２件（２１２床）

２件（   －床） ２件（   －床） １件（   －床） ５件（   －床）大規模修繕

西　部 合　計

創設

南西部 川越比企

特別養護
老人ホーム

　　　　　　　　圏域

種別

大規模修繕

大規模修繕

創設

－7－



ウ　介護医療院（表５）

エ　介護保険施設以外の施設サービス等　(表６)

オ　特定施設入居者生活介護　(表7)

令和7年4月1日現在

※1 ※2 ※2

養護老人 地域包括 老人福祉

ホーム
Ａ型
※1

ケアハウス
※2

支援ｾﾝﾀｰ センター

 施設数 3 3 24 107 32

 定員(人) 200 160 1,392 ― ―

※１　川越市の施設含む

※２　川越市、和光市の施設含む

施設の種類

軽費老人ホーム

　　　　　　　　令和７年４月１日現在

南西部 川越比企 西　部 合　　計

広域型 ４６施設（2,871床） ５５施設（3,126床） ５９施設（3,928床） １６０施設（9,925床）

地域密着型 ２施設　（58床） ２施設　（45床） １施設　（29床） ５施設　（132床）

合　　計 ４８施設（2,929床） ５７施設（3,171床） ６０施設（3,957床） １６５施設（10,057床）

※　以下の施設では、介護保険法の特定施設入居者生活介護の指定を受けることができる。

　　①有料老人ホーム

　　②サービス付き高齢者向け住宅

　　③ケアハウス

　　④養護老人ホーム(管内では対象施設なし）

          圏域

  種別

－8－



３　介護保険事業の推進

（１）介護保険事業所の指定及び指導

事業者が介護サービス事業を行うためには、介護保険法上の指定（介護老人保健施設・

介護医療院については許可）を受ける必要がある。

指定は、原則として都道府県知事が行うこととされており（ただし、地域密着型の介護

サービス事業については市町村長が指定）、管内の事業所数は下記のとおりである。

管内介護保険サービス事業所数（表8） (令和7年5月1日現在）

訪問介護 352 13 33 938

訪問入浴介護 14 0 0 48

訪問看護 247 32 16 523

訪問リハビリテーション 36 1 6 115

居宅療養管理指導 3 0 0 105

通所介護 299 21 36 613

通所リハビリテーション 51 0 0 131

短期入所生活介護 163 5 18 445

短期入所療養介護 5 0 0 122

特定施設入居者生活介護 153 10 26 572

福祉用具貸与 92 2 9 83

特定福祉用具販売 93 2 9 41

介護老人福祉施設 122 5 11 376

介護老人保健施設 46 0 6 172

介護医療院
（介護療養型医療施設） 4 0 0 22

1,680 91 170 4,306

※１　川越市、和光市、地域密着を除く

※２　変更届・体制届については、処遇改善加算及び特定処遇改善加算に関する届出数を除く

居
宅
サ
ー

ビ
ス

施
設

合　　計

※３　適正な事業所運営の確保を図り、各利用者に対応したサービスの質的な向上を図るために、
　　　福祉監査課が実施している集団指導及び実地指導に協力・同行している。

６年度変更届・
体制届

区分 サービスの種類 事業所数
6年度

新規指定申請
6年度

更新申請
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（２）介護職員初任者研修事業者の指定等

　　

訪問介護員等を養成するため、介護職員初任者研修事業者及び介護職員初任者研修の指

定を行っている。

初任者研修の状況(表9)

【令和６年度実績】

研修の指定数 講座数 研修修了人数

通学 8 27 160

通信 35 94 678

生活援助 通学 0 0 0

従事者研修 通信 0 0 0

43 121 838

初任者研修

計

－10－



管内
うち

市所管

うち
県所管

県のうち
障害課 施設

入所
定員

日中
定員

施設 定員 施設 定員

川 越 市 35 30 5 0 6 260 342 79 1912 85 2254
東 松 山 市 16 10 6 4 3 312 365 18 478 21 843
坂 戸 市 11 9 2 1 1 50 60 13 278 14 338
鶴 ヶ 島 市 9 8 1 0 0 0 0 15 375 15 375
毛 呂 山 町 7 7 1 7 555 565 5 467 12 1032
越 生 町 4 4 1 0 0 0 2 52 2 52
滑 川 町 9 9 3 2 96 96 6 140 8 236
嵐 山 町 5 5 0 2 369 369 5 200 7 569
小 川 町 4 4 0 0 0 0 6 135 6 135
川 島 町 3 3 1 0 0 0 3 100 3 100
吉 見 町 3 3 1 2 130 130 1 30 3 160
鳩 山 町 3 3 0 2 107 120 1 20 3 140
と き が わ 町 3 3 0 0 0 0 2 60 2 60
東 秩 父 村 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0

114 57 57 12 25 1879 2047 156 4247 181 6294
所 沢 市 34 25 9 2 6 668 666 66 1606 72 2272
飯 能 市 7 5 2 0 1 50 50 13 310 14 360
狭 山 市 21 16 5 1 3 137 152 18 505 21 657
入 間 市 16 12 4 2 3 154 174 18 510 21 684
日 高 市 7 6 1 1 0 0 0 13 350 13 350

85 64 21 6 13 1009 1042 128 3281 141 4323
朝 霞 市 16 10 6 0 1 40 80 12 397 13 477
志 木 市 8 2 6 1 0 0 0 8 230 8 230
和 光 市 6 6 0 0 1 50 50 8 194 9 244
新 座 市 20 14 6 1 0 0 0 15 392 15 392
富 士 見 市 10 8 2 0 1 30 30 13 295 14 325
ふ じ み 野 市 15 12 3 0 0 0 0 15 324 15 324
三 芳 町 7 7 2 2 92 122 5 150 7 272

82 52 30 4 5 212 282 76 1982 81 2264
281 173 108 22 43 3100 3371 360 9510 403 12881

32.6% 28.6% 42.0% 46.8% 41.3% 50.0% 46.0% 28.3% 29.7% 29.2% 32.7%
861 604 257 47 104 6200 7331 1274 32053 1378 39384

（※1）

（※２）川越市、和光市の施設数及び定員数には、各市所管分を含む。

４  障害者福祉施設整備状況　(表９）

　　　　　　　　　　項目

　
障害福祉圏域
　　　　　 市町村

社会福祉法人数は、令和６年４月１日現在。厚生労働省等の所管法人を除く。

県 計

　　県では、障害者が 地域で安心して暮らすことができるよう、障害者支援施設、障害福祉サービス事業所、共同生活
　援助事業所等の整備を進めるため、社会福祉法人等に対して整備補助金を交付するなど支援を行っている。
　　障害者福祉施設の整備状況は次のとおりとなっている。

令和7年8月1日現在

合計
（日中活動＋通所事業所）

南
西
部

管内計(15市10町1村)

川
越
比
企

圏 域 計 ／ 県 計

西
部

社会福祉法人
(※１）

入所系施設
（※2）

通所系事業所
（※2）
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令和７年７月３１日現在

施設
（住居）

定員 施設 定員 施設 定員

川 越 市 85 512 1 41 59 965
東 松 山 市 62 364 0 0 12 190
坂 戸 市 40 196 0 0 25 420
鶴 ヶ 島 市 14 108 0 0 12 170
毛 呂 山 町 12 71 1 332 4 68
越 生 町 2 15 0 0 1 10
滑 川 町 1 9 0 0 3 50
嵐 山 町 19 129 2 85 2 30
小 川 町 3 17 0 0 2 20
川 島 町 3 17 0 0 2 40
吉 見 町 12 57 0 0 2 30
鳩 山 町 7 60 0 0 3 40
と き が わ 町 2 11 0 0 0 0
東 秩 父 村 0 0 0 0 0 0

262 1566 4 458 127 2033
所 沢 市 94 499 1 100 46 688
飯 能 市 18 135 0 0 18 250
狭 山 市 32 203 0 0 20 284
入 間 市 42 232 0 0 16 231
日 高 市 30 138 0 0 5 60

216 1207 1 100 105 1513
朝 霞 市 13 102 0 0 39 617
志 木 市 15 94 0 0 16 220
和 光 市 6 41 0 0 15 190
新 座 市 36 237 0 0 52 690
富 士 見 市 13 100 0 0 27 434
ふ じ み 野 市 21 138 0 0 36 605
三 芳 町 3 25 0 0 3 55

107 737 0 0 188 2811
585 3510 5 558 420 6357
0 0 0 1 0 0

2016 11948 15 1013 1592 19182

（※3　） グループホームは、令和7年７月３１日現在。
（※4　） 障害児入所施設は、令和７年4月1日現在。
（※5　） 障害児通所事業所とは、児童発達支援センター、児童発達支援、放課後等デイサービス、

保育所等訪問支援を含む。県計のうち、川口市の定員は未計上。

県 計

川
越
比
企

西
部

南
西
部

管内計(15市10町1村)

圏 域 計 ／ 県 計

　　　　　　　　　　項目
　
障害福祉圏域
　　　　　　市町村

グループホーム
(※２、※３）

障害児入所施設
(※４）

障害児通所事業所
（※２、※５）

－　12　－



 

- 13 - 
 

28 29 30 元 2 3 4 5 6

国 1.69 1.67 1.66 1.64 1.64 1.63 1.63 1.63 1.62

埼玉県 1.35 1.33 1.33 1.33 1.33 1.33 1.34 1.34 1.34

西部福祉 1.10 1.11 1.13 1.12 1.09 1.09 1.16 1.20 1.23

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

％ 図２ 保護率の推移

６ 生活保護 

  生活保護は、生活に困窮する国民に対し、その困窮の程度に応じ最低限度の生活を保障

するとともに、その自立助長を目的とするものである。 
  生活保護担当の担当地域は、入間郡（三芳町･毛呂山町･越生町）、比企郡（滑川町・嵐山

町・小川町・川島町・吉見町・鳩山町・ときがわ町）及び秩父郡の一部（東秩父村）、10町

1 村である。 
 
（１）生活保護の動向 

   令和６年度における管内の生活保護の実施状況は、年度末時点で被保護世帯 2,067 世

帯、被保護人員 2,534 人、保護率は 1.23％となっている。 

    管内の被保護世帯数及び被保護人員は前年度よりも増加し、保護率も上昇した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

28 29 30 元 2 3 4 5 6

被保護世帯 1,803 1,822 1,863 1,875 1,844 1,858 1,962 2,015 2,067

被保護人員 2,443 2,447 2,470 2,425 2,340 2,325 2,443 2,510 2,534

900
1,100
1,300
1,500
1,700
1,900
2,100
2,300
2,500
2,700

世
帯
数
・
人
数

図１ 被保護世帯の推移
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51.9 

53.5 

3.9 

3.4 

15.4 

14.7 

10.4 

11.1 

18.4 

17.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

管内

埼玉県

図３ 世帯類型別保護状況（令和７年３月福祉行政報告例）

高齢者
母子
障害者
傷病者
その他

28 29 30 元 2 3 4 5 6

申請件数 296 242 292 305 284 340 408 420 408

開始件数 261 214 252 244 235 277 371 356 372

廃止件数 222 190 213 236 286 254 259 305 324

150

200

250

300

350

400

450
件
数

図４ 申請、保護開始、廃止件数の推移

 
（２）世帯類型別被保護世帯の状況 

   令和７年３月（令和７年３月分福祉行政報告例）の世帯類型別状況は、高齢者 

  世帯 51.9％、母子世帯 3.9％、障害者世帯 15.4％、傷病者世帯 10.4％、その他世帯 18.4％ 

  となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）申請、開始、廃止の状況 

   令和６年度中の保護の申請件数は 408 件と前年度よりも減少したものの、開始件数は  

   372 件、廃止件数は 324 件とそれぞれ増加した。 
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（４）自立支援事業（生活保護受給者・生活困窮者） 

  ア 生活保護受給者 
    生活保護受給者の自立を支援するため、被保護世帯に対する生活保護ケースワーカ

ーによる通常の訪問調査活動や自立支援に加え、就労支援専門員及び職業訓練支援員

による就労支援や自立支援専門員及び住宅ソーシャルワーカーによる自立支援を実施

するほか、学習支援事業を実施している。 
 
    （令和６年度の主な実績） 
     ◎就労支援専門員事業  ２３１人（５７人が就職） 
     ◎職業訓練支援員事業   ２９人 
     ◎自立支援専門員事業   ６１人（地域生活支援、通院支援、債務整理等） 
     ◎住宅ソーシャルワーカー事業  １２人（転居等支援終結 ８人） 
     ◎学習支援事業     中学生２８人 高校生２６人 小学生１９人 
 
  イ 生活困窮者 

  平成２７年４月に「生活困窮者自立支援法」が施行され、生活保護に至る前の段階

の自立支援策を強化し、生活困窮者に対して包括的な支援を実施していくこととなっ

た。 
  生活困窮者自立支援制度では、支援プランの作成をはじめ、幅広い支援メニューを

提供し、早期の自立を支援している。 
  相談窓口は市部については各市が設置、町村部については県が設置している。県は、

彩の国くらし安心コンソーシアム（県社会福祉協議会・県社会福祉士会の共同事業体）、

就労支援専門員事業コンソーシアム（労働者協同組合 ワーカーズコープ・センター事

業団・埼玉県雇用対策協議会の共同事業体）及び一般社団法人彩の国子ども・若者支

援ネットワークと委託契約を結び、当該委託機関の相談員支援員が中心となり関係機

関と連携のもとに支援を実施している。 
        

    （令和６年度の主な実績） 
   ◎ 自立相談支援事業（新規相談件数）  ５６０件 
   ◎ 支援プラン作成   ２５１件 
      ・住居確保給付金支給   ３件 
      ・一時生活支援      ２件 
      ・家計改善支援     ７１件 
      ・就労準備支援      ２件 
      ・就労支援       ８１件 

     ◎ 学習支援事業     中学生９４人 高校生３７人 小学生１９人 
       ※学習教室のみ 
 
（５）実施体制 

   生活保護制度の原理･原則に則り、被保護者の処遇の充実を図り、自立の助長を積極的

に推進するとともに、他法等による行政諸施策や社会資源を十分活用して、適正な保護

の実施に努めている。 
   また、管内町村役場、民生委員･児童委員、保健所等関係機関との連携を密にし、情報

の収集や意見交換を図ることに努めている。 
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７ 地域福祉  

 (１) 障害者福祉 

  ア 特別障害者手当等の支給 

    「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に基づき、日常生活において常時介護を

要する在宅の重度障害者（児）に対して、手当を支給する。 

   （支給月：２月、５月、８月、11月 各手当額：令和７年４月現在） 

  

      □特別障害者手当（２０歳以上） 

          29,590 円／月 

     □障害児福祉手当（２０歳未満） 

          16,100 円／月 

     □経過的福祉手当（改正法施行前（昭和６１年４月１日）の２０歳以上の福祉手当

受給者) 

        ※特別障害者手当、障害基礎年金を支給されていない者が対象 

          16,100 円／月 

 

   特別障害者手当等受給者数           令和７年３月３１日現在（単位：人） 

町 村 特別障害者手当 障害児福祉手当 経過的福祉手当 計 

三 芳 町 ２５ ２３ ０ ４８ 

毛 呂 山 町 ２０ １８ １ ３９ 

越 生 町 ７ ９ ０ １６ 

滑 川 町 １８ １４ ０ ３２ 

嵐 山 町 １５ １２ ０ ２７ 

小 川 町 ２７ ６ ０ ３３ 

川 島 町 ２１ ４ ０ ２５ 

吉 見 町 ２０ １１ ０ ３１ 

鳩 山 町 １０ ５ ０ １５ 

ときがわ町 １２ １ ０ １３ 

東 秩 父 村 ２ ０ ０ ２ 

合 計 １７７ １０３ １ ２８１ 

 

 

  イ 障害児等療育支援事業 

     在宅障害児（者）の地域における生活を支えるため、訪問、外来による相談・指導 

及び施設等の職員に対する技術の指導を管内の社会福祉法人等に委託して実施してい 

る。 

 

    □在宅支援訪問療育等指導事業（基準単価  7,360 円）  １，２３１件 

    □在宅支援外来療育等指導事業（  〃     2,980 円）  ３，６０３件 

    □施 設 支 援 一 般 指 導 事 業（   〃    22,800 円）    ９３５件 

     ※令和６年度実績、件数は延べ数 
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圏  域 実施法人 

朝霞市、和光市、新座市、志木市 （福）朝霞地区福祉会(みつばすみれ学園) 

富士見市、ふじみ野市、三芳町  富士見市(みずほ学園) 

所沢市 （福）藤の実会(さぽっと) 

狭山市、入間市 （福）茶の花福祉会(大樹の森) 

飯能市、坂戸市、日高市、鶴ヶ島市、 

毛呂山町、越生町、鳩山町 
（福）埼玉医療福祉会(光の家療育センター) 

東松山市、滑川町、嵐山町、小川町、 

ときがわ町、川島町、吉見町、東秩父村 
（福）昴(ハロークリニック) 

 

  ウ 障害福祉施設等支援事業補助金 

    地域活動支援センター、生活ホーム、重度障害者の居宅改善費を補助する市町村に対

して、補助金を交付する。 

 

   令和６年度補助金額           （単位：円） 

補助事業名 補助金額 

地域活動支援センター事業 13,839,000 

生活ホーム事業 6,640,000 

重度障害者居宅改善整備事業 1,302,000 

合  計 21,781,000 

 

 (２) 母子・父子・寡婦福祉 

  福祉事務所では、母子・父子・寡婦家庭（ひとり親家庭）に対する自立支援のほか、ひと

り親家庭の経済的自立や子どもの福祉増進を図るため、福祉資金の貸付けを行っている。 

  また、福祉事務所に設置されている母子・父子福祉センターでは生活相談、養育費相談、

就業相談(高等職業訓練促進給付金、自立支援教育訓練給付金の事前相談など）、法律相談

の受付を実施している。 

 

  ア 自立支援活動 

    母子及び父子並びに寡婦福祉法第８条に基づき委嘱された母子・父子自立支援員が、

ひとり親家庭が抱える多くの問題に関する相談に応じ、必要な情報提供や指導を行って

いる。 

 

     令和６年度相談件数（延べ件数） 

区  分 相談件数 備     考 

生 活 一 般  １，９２３  就労、医療など 
児 童 １，３７０  養育、教育、就職など 

経済的支援・生活援護  ６，３８０  生活保護、福祉資金など 

そ の 他     ２８  母子生活支援施設など 
合  計 ９，７０１  
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  イ 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付け 

   （ア）貸付けの状況 

      ひとり親家庭の経済的自立の支援と生活意欲の助長を図り、あわせて扶養してい

る児童の福祉を増進するため、母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付けを行って

いる。 

   令和６年度 貸付実績                                          （単位：人、円） 

区分 
新規分 継続分 合計 

人数 金額 人数 金額 人数 金額 

修学 

資金 
高校 37 10,203,800 86 32,724,000 123 42,927,800 

専修 41 22,064,000 77 59,659,200 118 81,723,200 

高専・大学 76 50,298,500 258 259,269,130 334 309,567,630 

大学院 2 522,000 0 0 2 522,000 

計 156 83,088,300 421 351,652,330 577 434,740,630 

技能習得資金 6 3,327,600 19 14,016,000 25 17,343,600 

修業資金 2 1,242,000 6 4,639,200 8 5,881,200 

医療介護資金 0 0 0 0 0 0 

生活資金 15 8,104,700 14 12,445,712 29 20,550,412 

住宅資金 0 0 0 0 0 0 

転宅資金 10 2,171,290 0 0 10 2,171,290 

就学支度資金 142 58,753,800 0 0 142 58,753,800 

合計 331 156,687,690 460 382,753,242 791 539,440,932 

 

  （イ）償還の推移 

     令和６年度の償還率は、前年度に比べて、現年度分、過年度分ともに減少し、全体

としては１．８ポイント減少している。 

償還率向上を図るため、初期滞納者への催告や償還特別対策（年２回、夜間電話催

告・休日臨戸）を実施している。 

また、困難事例については債権管理回収業者に回収を委託している。 

 

   償還率の推移 

年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

償還率 ６３．２％ ６５．０％ ６６．３％ 

内 現年度 ８９．０％ ９０．２％ ９１．２％ 

内 過年度 １０．８％ １１．２％ １０．３％ 

特別償還対策（令和６年度） 

電話連絡 臨戸 償還件数 償還額 

３４８回 １２８件 ３８件 １，６３０，２２８円 

   ※７月と１２月に実施。 
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   債権管理回収業者への委託（令和６年度） 

委託額 （件数） 償還額 

１０７，０６５，７１６円 （３５０件） １１，４９７，１６２円 

 

 

  ウ ひとり親家庭を対象とした就労支援 

    ひとり親の経済的自立を支援するため、就業支援のノウハウを持つ「就業支援専門員」

を平成２６年度から配置している。令和６年度は、８２名の就業支援を行った結果、就

職につながった者が４６名となっている。 

 

    就業支援者数と就職等の推移 

年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

就業支援者数 (A) ８６名 ８２名 ８３名 

職業訓練受講者数 １２名 １７名 ６名 

就職者数 (B) ４９名 ４６名 ５８名 

就職率(B/A) ５７．０％ ５６．１％ ６９．９％ 

 

  エ 高等職業訓練促進給付金 

    ひとり親で、看護師、介護福祉士等の資格取得のため、６か月以上養成機関で修業す

る場合に、修業期間の全期間（上限４年間）について月額７０，５００円（市町村民税

非課税世帯は１０万円）を支給する。令和６年度は１１件の事前審査、受付を行った。 

 

    「高等職業訓練促進資金貸付」 

      県社会福祉協議会が行う貸付制度であり、事前相談や申請の窓口を行っている。 

     高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を

目指すひとり親家庭の親を対象に、入学準備金・就職準備金の貸付けを行う。 

      なお、養成機関を修了し、資格取得をした日から１年以内に、その資格を生かし

て埼玉県内で就職し、５年間従事した場合、返還の債務が全額免除される。 

 

受付件数の推移 

年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

高等職業訓練促進給付金 １１件 ３件 ８件 

高等職業訓練促進資金貸付 ４件 ３件 ４件 
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オ 自立支援教育訓練給付金 

    指定する教育講座の受講が終了した場合に、経費の６０％（限度額２０万円）を支給

する。 

 

受付件数の推移 

年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 

件数 １０件 ５件 ７件 

 

 

 (３) 女性相談 

 女性が抱えている日常生活上の様々な問題について、母子・父子自立支援員が相談支援

を行っている。配偶者からの暴力（ＤＶ）等により、緊急に保護が必要な場合は、保護施

設に一時保護を依頼している。令和６年度は２ケースの保護を行った。                             
 

  令和６年度相談件数（実人員）  

区  分 人 数 備  考 

人間関係 夫等の暴力 ５  

その他 ３７ 離婚問題、養育困難、親の暴力など 

住居問題 ３  

帰住先なし ０  

経済関係  ８ 生活困窮、求職など 

医療関係 ４ 病気、精神的問題など 

合計 ５７  

 

 

 (４) 児童福祉 

  ア 児童福祉施設への入所委託 

    管内の町村に係る母子生活支援施設及び助産施設への入所委託を行っている。令和６

年度の新規入所委託件数は、母子生活支援施設１件、助産施設は該当なしであった。 

 

  イ 児童扶養手当に係る遺棄証明 

    町村に提出された児童扶養手当認定請求のうち、父親又は母親が児童を１年以上遺棄

しているものについては、福祉事務所長が遺棄の証明を行っている。 

令和６年度は１件であった。 
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ウ 妊産婦等生活援助事業 

家庭生活に困難を抱える特定妊婦や出産後の母子等に対する支援の強化を図るため、児

童福祉法の一部を改正する法律（令和４年）に基づき、令和６年４月１日から実施された

事業である。 

具体的には、一時的な住まいや食事の提供、その後の養育等に係る情報提供や、医療機

関等の関係機関との連携を行うものであり、令和６年度の委託件数は１件である。 

 

 (５) 日本赤十字社埼玉県支部西部地区 

  日本赤十字社埼玉県支部と管内町村分区との連絡調整を行うほか、赤十字奉仕団連絡調  

整会議へ出席している。 


